
 越谷都市計画地区計画の変更（吉川市決定） 

都市計画吉川・松伏工業団地地区地区計画を次のように変更
する。 

決 定 告 示 年 月 日 
平成３１年１月２８日 

名 称 吉川・松伏工業団地地区地区計画 

位 置 吉川市旭の全部 

面 積 約２８．０ｈａ 

地区計画の目標 本地区は、ＪＲ吉川駅から北へ約 5.5 ㎞に位置し、研究開発機能・生

産機能・流通機能等の複合施設を備えた付加価値の高い都市型工業団地

の形成を図るため、埼玉県企業局が基盤整備を行った地区である。 

このため、良好な工業地環境を維持し、周辺の自然環境や農業生産環

境との調和及び緑豊かな工業地の形成を図ることを目標とする。 
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土地利用に関する

方針 

 地区内においては、研究開発機能及び生産機能の向上を図るため計画

的な街区の配置を行う。 

 さらに、周辺環境への影響を考慮した緩衝緑地を配置することにより

地区環境の保全を図る。 

地区施設の整備の

方針 

 本地区は、既に１６ｍの幹線道路、１０ｍの区画道路、公園、公共緑

地等が整備されており、それらの施設の維持・保全を図る。 

建築物等の整備の

方針 

 周辺環境への影響を考慮した良好な工業地を形成し、保持するため、

建築物等の用途の制限、壁面の位置の制限、建築物の建蔽率の最高限度

及び敷地面積の最低限度を定め、美観上、防災上の観点から、垣又は柵

の構造の制限等を行う。 

 なお、壁面の位置の制限により、生み出された部分については緑化に

努める。 
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地区施設の配

置及び規模 

公園、緑地、

広場、その他

の公共空地 

緑地 ６カ所 面積 約１７，７９４㎡ 

緑道 １カ所 面積 約 ３，６２０㎡ 

公共空地 １カ所 面積 約２４，５００㎡ 
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地区の 
区 分 

区分の名称 
Ａ 地 区 

（工業専用地域） 

Ｂ 地 区 

（準工業地域） 

区分の面積 約２４．７ｈａ 約３．３ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．カラオケボックスその他これに類するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．倉庫業を営む倉庫。 

３．工場。 

４．建築基準法別表第二（を）項第二

号、三号、五号、六号に掲げ 

 るもの。 

５．建築基準法別表第二（わ）項第二

号、三号、八号に掲げるもの。 

建築物の建蔽率の

最高限度 

５ 

１０ 

建築基準法第５３条第３項第２号に定める、街区の角にある敷地又はこれ

に準ずる敷地に建築する建築物についても同様とする。 

 

建築物の敷地面積

の最低限度 

３，０００㎡ 

ただし、当地区計画が決定される

以前から当該規定に適合しないも

の、又は現に存する所有権その他の

権利に基づいて建築物の敷地とし

て使用するならば当該規定に適合

しない土地について、その全部を一

の敷地として使用する場合はこの

限りでない。 

 

ただし、公益上必要な建築物の敷地

として使用する場合はこの限りでな

い。 

 

 

 

壁面の位置の制限 １．道路境界線との距離 

  建築物の壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離は、４ｍ

以上でなければならない。 

  ただし、延べ面積が３０㎡以内の物置その他の付属建築物については、

この限りでない。 

２．隣地境界線との距離 

  建築物の壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、２ｍ

以上でなければならない。 

  ただし、延べ面積が３０㎡以内の物置その他の付属建築物については、

この限りでない。 

 



 

地区の 

区 分 

区分の名称 
Ａ 地 区 

（工業専用地域） 

Ｂ 地 区 

（準工業地域） 

区分の面積 約２４．７ｈａ 約３．３ｈａ 

壁面の位置の制限 ３．緑地境界線との距離 

 建築物の壁又はこれに代わる柱の

面から緑地境界線までの距離は、図

に示す地域について５ｍ以上でなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

建築物等の形態又

は意匠の制限 

屋外広告物は埼玉県屋外広告物条例第７条第２項に該当するものに限る。

また、広告物は自己の敷地内とし、１事業所につき２基以内とし、色彩は周

囲の環境を考慮したものとすること。 

垣又は柵の構造の

制限 

道路境界及び隣地境界側の垣又は柵の構造は、次に掲げるものとする。 

１．生垣、透視可能なフェンスその他これらに類するもの。 

２．フェンスの高さは、２．０ｍ以下とし、基礎を構築する場合は、基礎の

高さを０．６ｍ以下とする。 

  ただし、２ｍ以下の門柱についてはこの限りではない。 

備考  

「区域及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 
 
理 由 建築基準法の改正に伴う文言等の変更である。 
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